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はじめに 
わが国は、1910年に成立した「船舶衝突ニ付テノ規定ノ統一ニ関スル条約（以下、衝突条約という。）」
を批准しているものの、その内容を国内法に取り入れることはなく、商法における船舶衝突に関する規定
は、依然として双方船員の過失による船舶衝突から生じた損害賠償の船主間の分配を定める商法 797条、
および、衝突より生じた債権の消滅時効に関する商法 798条の 2か条のみである。1910年衝突条約の内容
を国内法に取り入れた諸国に比べ、船舶衝突私法の内容は極めて不備が多いと言わねばならない。 
現代の最新の科学技術に基づく造船技術および航海技術をもってしても、船舶の衝突は不可避的である。
2010年にわが国の国土交通省運輸安全委員会が調査した船舶衝突事故件数は 352件に上り、同委員会が発
足し調査を開始して以来増加傾向にある（2011年 7月 1 日現在の国土交通省運輸安全委員会ウェブページ
上の統計資料による。）。もっとも、帆船航海時代にも船舶衝突事故は生じていたが、その当時は、その件
数も尐なく、また、衝突場所も港内または港の出入口に限られ、それほど速力のない木造帆船同士の衝突
のため、衝突によって生じる損害も比較的軽微なものであったと言われている。他方、現代の船舶衝突事
故は、昼夜を問わず、また、港内外を問わず発生し、帆船とは比較にならない程の速力をもった複数の巨
大な鋼鉄製の船舶が、狭い同一航路を輻輳することによって、ひとたび衝突を生じれば、極めて甚大な人
的および物的損害を生じる。また、プレジャー・ボートなど商行為以外に利用される船舶の増加に伴う、
海上を航行する船舶の多様化、経済活動の進展に伴う積荷の多様化などを背景に、衝突による法律関係の
当事者となる利害関係人も多種多様、その数も多数に上り、船舶の衝突は、経済的にも法律的にも、解決
の困難な紛争を生じることになる。そして、そこに生じる法律問題の妥当な解決を導くことが、現代船舶
衝突私法に課された重大な使命であることは明白である。 
このような現状を踏まえ、本論文では、船舶所有者の衝突責任（第 1章）、船舶衝突における因果関係の
立証（第 2章）、船舶衝突により生じた損害賠償請求権の消滅時効、衝突責任の準拠法（第 3章）に関する
諸問題について、現代の海上運送および商取引の実態に合った船舶衝突法の在り方を探究し、私見を論じ
た。 
 
第 1章 船舶所有者の衝突責任 
第 1節において、船舶所有者間の責任原則の歴史的展開とわが国の責任原則を概観した後、第 2節では、
わが商法の定める双方過失による船舶衝突責任原則の特質に関する問題として、（１）商法 797条と民法
722条 2項（過失相殺規定）との関係、（２）船舶所有者の過失と商法 797条、（３）双方過失による船舶
衝突から生じた損害賠償請求権の性質についての考察を行った。 
（１）商法 797条と民法 722条 2項（過失相殺規定）との関係 
商法 797条は、双方の過失の軽重を判定できないときは、衝突により生じた損害を各船主が平分して分
担すること、そして、その反対解釈として、双方の過失の軽重が判定できるときは、各船主は、その過失
の軽重（割合）に応じて損害を分担すべきことを定めた規定であると解されている。しかし、商法 797条
は、双方の過失の軽重を判定することができないときには、衝突によって生じた損害を各船舶の所有者で
平分するという定め方をしていることから、この規定は、双方船舶の過失の軽重が判定できないときだけ
に、民法 722条 2項の過失相殺が機能しなくなることに備えて設けられた規定であって、双方過失による
船舶衝突における損害の分担は、原則として、民法 722条 2項の過失相殺によって定められるとの解釈も
成り立ちうる。 
わが国の裁判例には、双方過失による船舶衝突においては、商法 797条の反対解釈によって過失の軽重
によって損害分担を決すべきであるとするもの（朝鮮高等法院昭和 10年 3月 5日判決）と、商法 797条は、
双方の過失の軽重を判定できない場合の規定であると述べ、その軽重の判断ができる場合には、民法 722
条 2項に基づく過失相殺を行うべきこと（大審院昭和 15年 2月 21日判決）を伺わせるものがある。この
点、もはや、商法 797条には沿革的な意味でしかその独自性を認めるべきではなく、理論的な意味の独自
性を認めるべきではないことを根拠として、双方過失の船舶衝突の場合において、双方船員の過失の軽重
が判定できるときは、民法 722条 2項の過失相殺規定を適用し、商法 797条は過失の軽重を判定しえない
場合だけに適用されると考える見解も唱えられている。双方過失による船舶衝突に、原則として、民法 722
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条 2項を適用した場合、必ず双方の当事者の過失が斟酌されるのであれば、商法 797条を適用した場合と
の相違は尐ないが、民法 722条 2項は「被害者に過失があったときは、裁判所は、これを考慮して、損害
賠償の額を定めることができる。」と定めている。判例が、この規定につき、過失相殺を行うか否か、およ
び過失相殺により減ずべき損害賠償額の範囲は裁判所の自由裁量に属すると解している以上は、過失の軽
重を判定できる場合であっても、過失の軽重の判定の困難さから、裁判官が、双方船員の過失を斟酌せず
に結論を導き、あるいは、損害平分の判決を導くおそれが生じると思われる。立場互換性ある船舶衝突に
あっては、当事者間の公平を考慮し、衝突船双方の船員の過失を認定した以上は、必ずこれを斟酌すべき
である。したがって、双方過失による船舶衝突においては、その過失の軽重に差があることが明らかなと
きにも、民法 722条 2項によることなく、商法 797条の反対解釈に基づき、必ず、過失の軽重に応じて、
双方の船舶所有者による損害の分担を定めることを要すると解するのが妥当である。 
（２）船舶所有者の過失と商法 797条 
本来、船員の過失による船舶衝突から生じた損害は、商法 690条の下で船舶所有者が負担することが認
められるのであって、商法 797条は、このことを前提に、衝突した船舶の双方の船員に過失が認められる
場合に、その過失の軽重が明確な場合はその割合に応じて、また、それが不明な場合には平分して、無過
失責任を負担する船舶所有者が、それぞれ損害を負担するという損害分担の方法を定めた規定であると解
される。そうすると、理論的には、商法 797条は船員の過失に基づく船舶衝突の場合に限って適用され、
船舶所有者自身の過失、すなわち、その過失により堪航能力を欠いていたことに基因して衝突が生じた場
合については、その適用はないと解されるが、船舶所有者の過失による衝突と船員の過失による衝突とを
別異に扱うべき特別な理由は存在しないし、また、船主の過失によって衝突を生じた場合には、生じた損
害の分担については民法 722条 2項（過失相殺規定）を適用するとすれば、前述のとおりの不都合を生じ
ることになる。したがって、この場合には、商法 797条を類推適用すべきであって、立法論としては、船
舶所有者の過失による場合も、船員の過失による場合と同様の規定を設けるのが妥当であると解する。 
（３）双方過失による船舶衝突から生じた損害賠償請求権の性質 
双方過失による船舶の衝突の場合、生じた損害の分担は、双方船員等の過失の割合に応じて分担される
ことになるが、双方過失による衝突により、衝突船舶双方に損害を生じた場合に、各船舶所有者の損害の
分担につき、二つの独立した債務を生じると解すべきか、あるいは、各自の分担額を差し引き一方の船舶
所有者のみに一つの債務を生ずると解すべきかについては争いがある。 
この問題に関する大審院または最高裁判所の判決例はないが、長崎控訴院の判決例（長崎控訴院大正 8
年 9 月 30 日判決）および旭川地方裁判所の判決例（旭川地方裁判所昭和 31 年 4 月 6 日判決）は単一責任
説、東京地方裁判所の判決例（東京地方裁判所昭和 40 年 7 月 20 日判決）は交叉責任説に立っており、裁
判所の見解は分かれている。 
学説にあっては、かつては、単一責任説が多数説であった。そして、その理論的な根拠は、双方過失の
船舶衝突の場合において生じた損害は衝突という一個の不法行為によって生じた損害であるから、その損
害は、いずれの船舶に生じたかどうかを問わず、これを合わせて一団のものと見るべきであるというとこ
ろにあった。他方、交叉責任説は、衝突という事故は一つであるが、損害が双方の船舶に発生し、かつ、
双方の船舶に生じた損害につき、それぞれ不法行為の要件を満たしていれば、そこには二つの不法行為が
存在すると考えるのが純理論的には自然であるとする。 
従来、単一責任説の立場から、交差責任と解することによって当事者間に不公平が生じることが指摘さ
れていたが、現在は、交差責任説をとることによって生じる不公平は存在しないと言える。したがって、
この問題は、純理論的にみてどちらの考えが正当かという問題に帰着すると考えるべきである。双方の船
舶の船員に過失が認められ、その結果、船舶が衝突し、損害を生じたということは、双方の船舶の船員が
それぞれ不法行為の要件を満たしているということになり、例えば、Ａ船の船員の不法行為とＢ船の船員
の不法行為という二つの不法行為が成立することに疑う余地はない。よって、理論的には、単一責任説が
主張するように、損害が一個の不法行為によって生じたと解するのではなく、交叉責任と解することが妥
当である。 
第 3 節では、衝突船の双方の船主と第三者の関係について論じた。船舶の衝突が、衝突船双方の船員の
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過失によって生じ、無過失の第三船または無過失の第三船上の積荷や旅客等に損害を生ぜしめた場合にも、
商法 797 条が適用され、各船主はそれぞれの過失割合に応じて損害を分担するのか、あるいは、民法 719
条の適用により、過失ある船舶の船主が連帯してこれらの者に対して連帯して責任を負うのかという問題
については見解が対立する。 
この点、わが国の従来の判例・通説は、結論として、この場合には、民法 719 条が適用され、連帯責任
となることだけを説くにとどまっており、民法 719 条の共同不法行為の効果としての連帯責任の内容につ
いての議論には踏み込んでいなかったことが指摘される。現代においては、船舶衝突によって損害を被る
当事者は荷主に限定されるのではなく、船舶の輻輳する海域では無過失の第三船に対して損害を与え、あ
るいは、衝突によって積荷または燃料である石油等が流出し沿岸部の漁民に対して損害を与えるような事
例も生じている。船舶衝突をめぐるこの現代的課題とも言うべき事案については、当事者にとって最も公
平かつ妥当な損害賠償の在り方を示すことが重要であると考える。 
船舶衝突私法の国際的統一が最重要課題であるとすれば、尐数説が主張するように商法 797 条を対無過
失の第三者との関係にも及ぼし、過失を有する船主については分割責任を負うと解することが妥当である
と考えられる。しかし、そのような解釈を行うには、通説が主張するように、やはり、商法 797 条の立法
趣旨を超える理由が存在しなければならない。また、衝突によって損害を被った無過失の第三者を区別せ
ず、そのすべてに対して分割責任となるとすることの妥当性も検討しなければならない。 
この問題の検討に際しては、イギリスおよびアメリカ合衆国の判例理論、フランスの学説、そして共同
不法行為の効果に関する近時の民法学説の展開をも視野に入れ、次のような解釈論を導いた。船舶所有者
の第三者に対する衝突責任については民法 719 条を適用すべきであるとの判例・通説の見解に基礎を置き
つつ、運送船上の積荷の荷主と船主には、運送契約に基づき、ある種の密接な関係ないし一体性が認めら
れることから、荷主以外の第三者と同程度の被害者保護の要請は働かない。しかも、通常、両者は、運送
船主とその荷主との間の運送契約には、免責約款ないし国際海上物品運送法による航海過失免責が存在す
るという特殊な状況の下で一体化しているから、運送船の荷主に対する関係では、運送船船主および非運
送船船主の共同不法行為の成立を認めるが、このような特殊な状況から生じる不都合（衝突船主間におけ
る求償の循環、または、非運送船による運送船主とその荷主間の運送契約上の航海過失免責約款ないし法
定の航海過失免責の援用を認めるための理論構成の困難さ）を回避するために、例外的に連帯責任を排除
し、分割責任を認めるべきである。他方、荷主以外の第三者（人身損害を含む）に対しては、民法 719 条
後段によって、双方の船員の共同不法行為である船舶の衝突とその結果として生じた損害との因果関係を
推定し、連帯責任を認めるべきであるが、場合によっては（一方の船舶の過失割合が極めて小さいなど）、
寄与度減責を認めることにより公平さを確保すればよい。 
このように解することにより、無理に商法 797 条を適用せずとも、連帯責任から生じる不都合ないし不
公平は回避しうるものと考える。それにも拘わらず、商法 797 条を適用するのであれば、すべての無過失
の第三者との関係において、常に分割責任となることにより、本来強く保護されるべき第三者をも、結果
的に保護できない可能性が生じ、妥当ではない。衝突した船舶と法律上も、事実上も、一体となるような
関係がなく、また、免責約款などが存在するなどの特殊な関係にもない、第三者には、被害者保護の観点
から、原則どおりの連帯責任を認める必要もあろう。このように、民法 719 条の枠内で、その弾力的な解
釈を行うことにより、現代の商取引および経済社会の実態に沿った合理的な結果が得られるものと解する。 
 
第 2章 船舶衝突における因果関係の立証に関する一考察 
 アメリカ合衆国において採用されている、船舶衝突事件における過失と損害との間の因果関係を推定す
るペンシルヴェニア・ルールの適用によって生じる法律問題についての考察を行った。ペンシルヴェニア・
ルールは、The Pennsylvania事件判決において確立された判例法理であって、本来は、船舶衝突事件におい
て、法令違反のあった船舶はその違反が決して衝突の原因とはなりえなかったということを立証しない限
り、その法令違反と衝突との間の因果関係が肯定され、衝突から生じた損害賠償責任を免れないとする推
定原則である。この法理は、損害平分原則とともに用いられることにより、事案によっては、極めて不公
平な結果を生じていたことから、その適用については、批判が絶えないところでもあった。1975年の Reliable 
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Transfer 事件連邦最高裁判所判決が、従来の損害平分原則を廃し、衝突条約に定められているのと同様に、
比較過失原則を採用した後も、ペンシルヴェニア・ルールが適用され続けていることから、米国の学説の
多く、あるいは下級裁判所までもその廃止をさらに強く唱える状況にある。 
第 1 節では、合衆国が損害平分原則を廃止して、比較過失原則を採用するに至った後のペンシルヴェニ
ア・ルールについて、その存続の当否を検討することを試みた。ペンシルヴェニア・ルールは、船舶の法
令違反と、生じた損害との間の因果関係の有無を決するに際して、単に立証責任を転換するための手続法
的な性質ではなく、実質的には、損害賠償責任を課すための実体法的な性質を有するものと解される。そ
して、衝突責任の分配における過失の軽重の判定に際して、過失の主観的側面だけではなく、この客観的
側面を考慮すべきこと、すなわち、その過失が、衝突について、原因力の有無を含めてどの程度寄与した
かということを考慮すべきことを要求していると解される以上、ペンシルヴェニア・ルールは、衝突条約 6
条によって排除されるべき衝突の責任に関する過失の推定原則ということにもなると解される。 
確かに、ペンシルヴェニア・ルールは、その本来の目的である衝突予防のための法令遵守のために、ま
た、一方の当事者に法令違反があるが、その違反が衝突の原因となったことを示す証拠がほとんど存在し
ない場合には有用であろう。しかし、本来、比較過失原則の下では、それぞれの事案における事実に基づ
いて、当事者の過失の軽重に応じた責任の分配がなされるべきであるのにも拘わらず、ペンシルヴェニア・
ルールが適用されれば、それによる柔軟性のない因果関係の推定のために、公平かつ効果的な責任の分配
が損なわれるおそれがある。 また、法令違反の事実が認められるからといっても、船舶の衝突は、必ずし
も、その事実によって生じるものではなく、全くこれと無関係な他の事実によって発生することもあるか
ら、その法令違反が果たして衝突の原因となったかどうかは、裁判官が各場合に各種の事情を斟酌して決
すべきものであって、法令違反があれば、当然に、その法令違反と衝突との因果関係を推定し、直ちに挙
証責任を加害者側に転換するのは妥当ではない。加えて、比較過失原則の下においては、過失の軽重の判
断に際しては、過失の主観的側面と客観的側面の双方を考慮すれば、柔軟な責任分配を行うことができる
のであるから、ごく軽微な法令違反の場合であっても、損害の半分の負担を強いられることはなく、被告
の法令違反をもって、直ちに、その法令違反によって衝突が惹起されたと推定する必要はない。そうする
と、比較過失原則採用後も、ペンシルヴェニア・ルールを存続させるべきであるとする根拠としては、唯
一、その本来の目的である、船舶に法令の遵守を促すことが残るが、ペンシルヴェニア・ルールが存在す
るからといって、船舶に対する法令遵守が促されると言えるかどうかは疑問であり、比較過失原則との調
和や船舶衝突法の国際的統一を犠牲にしてまで、船舶による法令遵守をペンシルヴェニア・ルールに頼る
というのはやや行き過ぎであるように思われる。 
以上のような理由から、船舶衝突私法の国際的統一のためにも、また、衝突の双方の当事者にとって公
平な立証責任を確立するためにも、ペンシルヴェニア・ルールは廃止されるべき推定原則であると解する
のが妥当である。 
第 2 節では、ペンシルヴェニア・ルールの適用領域が拡大する傾向の中で、第五巡回区連邦控訴裁判所
が担当した共同海損に関する事案を題材として、その適用領域の限界を探った。すなわち、New Jason Clause
により合衆国海上物品運送法（COGSA）が適用され、共同海損の分担を請求された荷主が、その分担を拒
絶するために、船舶の不堪航および不堪航と共同海損との因果関係の立証を果たさなければならない場合
に、その不堪航の立証に関してペンシルヴェニア・ルールが適用される余地があるかどうかという問題、
換言すれば、荷主による船舶の不堪航の主張が提起された場合に、ペンシルヴェニア・ルールに基づいて
立証責任が転換され、運送人（船主）が、堪航能力担保義務につき相当の注意を尽くしたことを立証する
前に、船舶の不堪航と共同海損との間の因果関係の不存在を果たさなければならないかという問題につい
ての検討を試みた。 
この問題を審理した第五巡回区控訴裁判所の判決例は、ペンシルヴェニア・ルールは海事事件の因果関
係の立証に適用されるものではあるが、「COGSA が明確に立証責任原則を規定する場合には、ペンシルヴ
ェニア・ルールを適用することはできない」と判示しているものの、この場合に、ペンシルヴェニア・ル
ールが適用されないとする理論的根拠を明示してはいない。そこで、ペンシルヴェニア・ルールが適用さ
れた他の巡回区の判決例を含む、いくつかの判決例を分析したところ、ペンシルヴェニア・ルールは、原
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告の請求原因が不法行為に基づくものであり、かつ、損害の分配が可能である場合に限られ、契約上生じ
る責任を根拠に損害の賠償を請求する訴訟には適用されないという、その適用要件を導くことができた。
この適用要件に基づき、COGSAの規定する堪航能力担保義務を、本来は、運送契約上の義務であったもの
が、法令上の義務として定められたに過ぎないと解せば、COGSAの定める堪航能力担保義務に関する立証
には、ペンシルヴェニア・ルールは適用されないという一つの理論的根拠を示すことができると思われる。 
 
第 3章 船舶衝突により生じた損害賠償請求権の消滅時効、衝突責任の準拠法 
 第 3章では、船舶衝突より生じた損害賠償請求権の消滅時効の起算点（第 1節）、衝突責任の準拠法（第
2節および第 3節）に関する問題を採り挙げた。 
 第 1節では、商法 798条 1項に定める船舶の衝突によって生じた損害賠償請求権の消滅時効は、「民法 724
条により、被害者が損害及び加害者を知った時から進行するものと解すべきである。」と解する最近の最高
裁判所の見解の妥当性について検討した。 
商法の適用のある場合には、船舶衝突により生じた損害賠償請求権は、商法 798条に規定されるように 1
年の消滅時効にかかることになる。ところが、商法 798 条 1 項は、その起算点を明示していないため、そ
れは、どの時点かという解釈問題が生じる。この問題につき、これまでのわが国の判例および学説に加え、
フランスの海法学者の見解等をも参照して検討を行った。 
わが国の学説には、衝突により生じた損害賠償請求権の消滅時効の起算点を「衝突時」と解するものが
ある。その理論的根拠については、商法 798条 1項の法意を根拠にするもの、民法 166条 1項を根拠にす
るものが主張されている。他方、平成 17年の最高裁判所の判決のように、民法 724条を適用し、被害者が
損害の発生および加害者を知ったときから消滅時効が進行すると解する立場も主張されている。船舶衝突
により生じた債権を消滅時効にかからしめる理由は、海上運送の重要性に鑑みて、船舶衝突から生じる権
利関係の早期確定のために画一的な処理を行い、なるべく早期に利害関係を有する当事者を、船舶衝突を
めぐる法律関係から離脱させることであると解するのが妥当である。そのためには、当事者にとって、公
平かつ明確な時点が消滅時効の起算点となるべきである。これに対して、前記最高裁判決のように、被害
者保護の要請から、民法 724 条を根拠に、被害者が「損害および相手方を知った時」を、船舶衝突債権に
関する時効の起算点とすべしとの見解によれば、衝突によって損害を被った者が多数に上る場合には、そ
れぞれの者が損害および加害者を知った時が異なることが十分に考えられ、その場合は債権ごとに時効の
起算点が異なることから、権利関係の早期確定のための前提としての法律関係の画一的な処理に不都合を
生じることになる。 
また、被害者保護の問題は時効の起算点の問題ではなく「期間」の問題として考慮すべきであること、
船舶衝突における立場互換性、そして、船舶衝突条約および世界の海運国における解釈を考慮すれば、民
法 724 条が船舶衝突事件一般について適用されるべきではない。また、時効の起算点を衝突時とする場合
の理論構成については、民法 166条 1項を根拠とする学説もあるが、権利関係の早期確定を旨とする商法
の解釈としては、被害者保護を意識するあまり、敢えて複雑な理論構成を採る必要はなく、商法 798 条 1
項については、その立法趣旨およびその文理からみて、当事者にとって、明確かつ簡便な「衝突時」を消
滅時効の起算点とすれば足りると解すべきである。 
 第 2 節では、公海上において異国船籍船舶衝突を生じた場合における、その責任に関する準拠法の決定
について考察を行った。この問題については、わが国における、それを規律する法の欠如のため、海商法
のみならず、国際私法の立場からも議論がなされ、これまでに様々な学説が提唱されてきた。ここでも、
やはり迅速かつ合理的な、画一的紛争解決を考慮に入れるべきところ、世界の主要海運国の趨勢の採る解
釈論には一応の合理性が認められ、現代において一段と国際的色彩を強める国際海上物品運送においては、
なるべく国際的統一に資するような解釈論を展開する必要があるとの視点に立って検討を試みた。 
比較法的考察の結果、アメリカ合衆国をはじめ、イギリス、フランスにおいても公海上における異国船
籍船舶間の衝突責任の準拠法は、法廷地法とすべきであると解されている。加えて、1977 年の海上衝突事
件における民事裁判管轄、法の選択、判決の承認および執行に関する条約草案（C.M.I Draft Convention on 
Civil Jurisdiction, Choice of Law, and Recognition and Enforcement of Judgments in Matters of Collision）の 4条が、
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「別段の合意がない限り、衝突がある国の内水または領水内において生じた場合には、その国の法（不法
行為地法）が適用され、衝突が公海において生じた場合は、当該事案を管轄する裁判所の法（法廷地法）
が適用される」と定めていることをも考慮すると、やはり、この場合は旧法例の規定する不法行為地法主
義（現行の「法の適用に関する通則法」17 条の定める結果発生地法主義も同様）が機能しない例外であっ
て、法適用通則法 17条の適用はなく、船舶衝突との関連が強い一つの法を見出すのも困難であるので、法
廷地法が準拠法となると解するのが妥当である。 
しかしながら、そのように解すれば、原告による法廷地漁りの懸念がある。そこで、第 3 節では、これ
を避けるために裁判管轄権に対して何らかの制限を加えることの可否について、アメリカ合衆国のフォー
ラム・ノン・コンヴェニエンス（Forum Non Conveniens, 以下、単に FNCと言う。）法理を手掛かりに、検
討を試みた。 
アメリカ合衆国では、かつては、公海上における船舶衝突事件においては、原告による船舶差押えの利
益の保護が絶対的なものと考えられ、原告が船舶を差押えた場所における対物訴訟が無条件に受け入れら
れてきたが、現在では、そのような場合においても、FNC 法理によって、Gilbert基準による私的利益・公
的利益ファクターの衡量が行われ、その結果、原告の選択した法廷ではなく、他の代わりの法廷への便宜
性が強く示された場合には、条件を付して訴えを却下することで、原告の船舶差押えによって得られる利
益を保護したまま、訴えを却下すること傾向にある。したがって、アメリカ合衆国では、もはや原告によ
る被告船舶の差押えによっても絶対的に裁判管轄権が承認されているわけではない。 
これに対して、わが国においては、国際民事裁判管轄について種々の見解が示されているところ、わが
国の最高裁判例は、「当事者の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念により条理にしたがって決定す
るのが相当であり、わが民事訴訟法の国内の土地管轄に関する規定に定める裁判籍のいずれかがわが国に
あるときは、その事件の管轄を肯定することが条理に適う」としつつ、「わが国で裁判を行うことが当事者
の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念に反する特段の事情があると認められる場合には、わが国
の国際裁判管轄権を否定すべきである」として、「特段の事情」による修正を行うとの立場を示している。
そして、最高裁平成 9 年 11 月 11 日判決（判例時報 1626 号 74 頁。）は、「特段の事情」の考察に際して考
慮されるべき事項として、（ⅰ）日本における訴訟が被告の予測の範囲内であったかどうか、（ⅱ）被告の
防御のための証拠方法、（ⅲ）被告住所国における提訴についての原告の負担を挙げた。さらに、最近では、
下級裁判所のものではあるが、公海上において外国籍船舶同士が衝突した場合における損害賠償請求につ
いての、わが国の裁判管轄を争う裁判例が現れ、その判決からは、船舶衝突の場合において「特段の事情」
として考慮されるべき、ファクターとして、（ⅰ）証拠方法に関する事項、（ⅱ）外国法適用に関する事項
が抽出できる。 
このような、わが国の判決例の傾向、さらには、平成 23年 4月 28日に可決成立した改正民事訴訟法が、
「裁判所は、訴えについて日本の裁判所が管轄権を有することとなる場合（日本の裁判所にのみ訴えを提
起することができる旨の合意に基づき訴えが提起された場合を除く。）においても、事案の性質、応訴によ
る被告の負担の程度、証拠の所在地その他の事情を考慮して、日本の裁判所が審理及び裁判をすることが
当事者間の衡平を害し、又は適正かつ迅速な審理の実現を妨げることとなる特別の事情があると認めると
きは、その訴えの全部又は一部を却下することができる（3条の 8）。」と規定したことは、アメリカ合衆国
における FNC法理に基づく裁判管轄の制限と軌を一にするのであって、わが国においても、それが適用さ
れた判決例に現れたファクターを参考として、適切な裁判管轄権の制限を行えば、公海上における異国船
籍の船舶衝突責任の準拠法を法廷地法と解しても、それは法廷地漁りに長けた者のルールと評されること
にはならないと考える。しかしながら、そのためには、公海上における異国船籍船舶衝突事件の裁判管轄
を認めるに際して、どのようなファクターを、どの程度考慮すべきであるか、あるいは、公海上における
異国船籍船舶間の衝突事件についての固有のファクターを見出す必要があるかどうかを、他の海運国の判
例および学説の状況を踏まえた上で、更に検討し、当事者がある程度予測可能な程度にそれらを明示する
ことが、今後の課題である。                            
 
以上 
